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１．研究の目的 

シニア技術者が担うべき役割や期待されている役割を

把握するために，2007 年,2012 年および 2017 年に企業内の

定年退職後の技術者雇用に関する実態調査を行った 1)．こ

れまでのアンケート調査により，技術伝承や労働力確保に

対する危惧，シニア技術者のモティベーション向上の必要

性などいくつかの課題が浮き彫りとなった．本稿では，シ

ニア技術者を取り巻く状況が変化していることを踏まえ，

2022 年に再度シニア技術者の雇用に関する実態調査を実施

した結果と考察を示す． 
２．アンケート調査概要 

土木学会員数の多い企業約 200 社に郵送にてアンケート

調査を行い，2022 年は 120 社から回答を得た．回答企業の業

種別割合を過去回答状況とともに図-1 に示す．アンケート

回答企業は，コンサルタント及び建設業が全体の約 80%を占

めている． 
３．技術者年齢構成の変遷と就業者数の推移 

2022 年調査した技術者年齢の比較（全体）を図-2 に示す．

折れ線グラフは対 2017 年の増減をパーセントで示したも

のである．2022 年は 50 代の層が厚いのに対して，40 代の

技術者層は極端に薄く，中堅技術者の不足が顕著である．

65 歳以上の技術者数は前回調査から 163%に増えてい

る．また，20～30 代の層は増加傾向を示した．特に 25～
29 歳の若手技術者は 146%に増えている． 
 総務省統計局により公表されているデータをもとに就業者数の推

移を図-3に示す．技術者年齢の比較と同様な傾向を示しているが，

30 代の層が 93～95%と減少している傾向が確認された． 
４．定年後の再雇用の実態 

2021 年に高年齢者雇用安定法が改正され，70 歳までの就業機会の

確保について，多様な選択肢を法制度上整え，事業主としていずれ

かの措置（継続雇用制度の導入等）を制度化する努力義務が設けられ

図-1 アンケート回答企業業種割合 

図-2 技術者年齢の比較（全体） 

図-3 就業者数の推移（総務省統計局データより） 

図-4 定年退職制度の有無 
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ている．2022 年は 2017 年に対し，60 歳定年は 70%程度に減少する傾

向を示し，定年年齢が 65 歳まで引き上げられつつあることが確認でき

た（図-4）． 
定年後の再雇用（2007 年・2012 年・2017 年・2022 年調査及びさらな

る継続雇用（2022 年調査）の理由を図-5に示す．2007 年度調査では再

雇用に関してほぼ 100%本人希望であったが， 2012 年調査以降では会

社都合の割合が急増している．シニア技術者が社会からの必要とされ

ていることと，高齢化社会のプラスの面として，健康寿命は伸びている

傾向にあり，心身共に元気に活躍されているシニア技術者が年金受給

開始まで働きたいというニーズもあると考えられる． 
賃金減額率に着目すると，2022 年では 40～50%および 50～60%減額

の割合が減少し，20～30%減額の割合が増加しており，賃金の減額に関

しては一定の改善が行われている（図-6）． 
５．シニア技術者に期待する役割等 

 図-7 は企業が再雇用者に期待する役割を示したものである．企業

がシニアに期待する役割として，「能力・経験」，「教育」，「有資格」

に対する割合が高く，企業のシニア技術者への期待が高いことがわ

かる． 
定年退職後の技術者のモティベーションの向上施策の調査結果を

図-8に示す．給与優遇の割合が 2012 年 39%であったのに対して，

2017 年では 66%，2022 年では 69%となり増加している．前述した

ように賃金減額率の割合も改善されている． 
 2022 年調査ではテレワークやリモートワークなど働き方が多様

になってきたことから，再雇用に関する変化について調査した（図

-9）．変化があったと回答した企業は 10%程度となり，テレワーク

の導入により，通勤の負担が減ることからフルタイムでも働ける

再雇用の技術者も出てきたとの意見もよせられた． 
６．おわりに 

2022 年の調査では，65 歳以上の技術者が前回と比較し増加する結果となった．

シニア技術者が社会からの必要とされていることと，心身共に元気に活躍されてい

るシニア技術者が年金受給開始まで働きたいというニーズが合っていると考えら

れる．特に賃金の減額に関しては一定の改善が行われていることを確認することが

できた．また，テレワークやリモートワークなど働き方が多様になってきており，

職位優遇など，引き続きの定年退職後の技術者のモティベーションの向上施策を

進め，シニア技術者の技術を継承する取組みを継続する必要があると考えられ

る． 
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図-5 再雇用理由 

図-6 再雇用時の賃金減額率 

図-7 再雇用時に期待する役割 

図-8 技術者のモティベーション向上施策 

図-9 再雇用に関する 

変化の有無 
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